
 
テロ等特殊災害への対応力強化について 

 
国際社会では、各国で多様な形態のテロが発生しており、我が国にお

いてもテロの脅威は現実のものとなっている。そのような中、ラグビー

ワールドカップ２０１９及び２０２０年東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会等を控え、ソフトターゲット等に対する大規模テロ災害時

における消防機関の対応能力をより一層充実、向上させることが求めら

れている。 
首都圏の地域は、国の総人口の４分の１にあたる約３，６００万人の

人口を抱え、政治・経済の中枢機能を担っていることに加え、国際的な

大規模イベントの会場が集中していることから、テロの標的となる可能

性が高く、さらには、同時多発や危険物質を使用したテロなど、複合的

な災害に発展することが懸念される。 
国においても、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減

災等に資する国土強靱化基本計画を定め、また大規模テロ災害の対応に

ついては、特殊災害に関する活動マニュアルの充実、爆弾テロ災害時に

おける消防機関が行う活動マニュアルを追加するなど、必要な対策を進

めていることについて、九都県市首脳会議も高く評価している。 
しかし、現時点における各消防機関の大規模テロ災害への対応能力は、

車両・装備・人員の観点から極めて専門的かつ限定的な部隊編成となっ

ていることから、大規模テロ災害に進展した場合において、都県域を越

えた迅速な応援態勢とその災害に対応するための車両・装備の整備が不

可欠である。 
ついては、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等

の開催を控え、首都圏における大規模テロ災害に迅速かつ的確に対応で

きる応援態勢を確立できるよう、次の事項について要望する。 
 
 
１ 首都圏の地域内において、大規模テロ災害が発生したことを想定し

た、消防庁、都道府県及び消防本部の対応、緊急消防援助隊各都道府

県部隊の編成、並びに運用方針等を定めた大規模テロ災害運用計画を

策定し、併せて教育訓練を実施すること。 
 
２ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の開催に

向けた、大規模テロ災害発生時における都県域を越えた迅速な応援態

勢確立のため、大規模テロ災害に対応する特殊車両及び資機材の整備

の充実に向けた、緊急消防援助隊設備整備費補助金を拡充するととも
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に無償使用にかかる制度の拡大を図ること。 
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